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有機質資材の連用による転換畑の土壌変化とタマネギの収量

大塩哲視* ・三好昭宏キ -青山喜典* ・松浦克彦**藤藤教子*** ・津高寿和*

聾約

転換畑における堆肥の連用効果について，タマネギ作を対象として11年間にわたって調査した.

1 年間 3-6 tの堆肥連用により，土壌の孔糠率が増加した.pF 2.7-4.2における保水性も高まったが，

3 t連用と 6t連崩による体積水分率の増加は間程度であった.

2 作物残さ搬出の場合，年間 3tの堆肥連用により土壌腐様は維持され， 6 t連用では腐植が増加し

た.陽イオン交換容量も問様の変化を示した.

3 タマネギ作では堆肥連用により収量が安定化した.収量性は 3t連用でまさり， 6 t連用では土壌

中にリン酸やカ 1)が過剰集積するおそれがあった.

Changes in Soil Properties and the Yield of Onions 

by Successive Organic Matter Applications to Drained Paddy Fields 

Tetsushi OSf王10，Akihiro MIYOSHI， Yoshinori AOYAMA， 

Katsuhiko MATSUURA， Noriko SAITO and Toshikazu TSUTAKA 

Summary 

We researched the effect of successiv巴organicmatter applications to drained paddy fields for 11 years on the 

soil prop巴抗iesand productivity of onions. 

(1) The organic matter applications of 3 -6 t/lOa/year increased the soil porosity. Th巴 waterretentivity in pF 

2.7-4.2 a1so increased， but the moisture volume percentage was the same betwe巴n3 t and 6 t of the organic 

matter applied. 

(2) With no input of crop residue， th巴 contentof soil organic matter was maintained with organic matter 

applications of 3 t/year， and increased with that of 6 t/year. The CEC a1so showed a similar change to the 

organic matter applications. 

(3) The organic matter applications stabiliz巴dthe yield of onions. For improving the yield， the applications 

of 3 t/year was better than that of 6ザ'year，and the latter showed the possibility of accumulating excess 

phosphate and potassium in the soil. 
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緒

兵庫県下では年間 200万 tもの家畜ふん尿が排出され

ており，そのうちの約 150万tは牛ふん尿である ('99年

2月現夜の家畜飼養頭数1)より推計).家事ふん尿の一

部は堆肥化されて市場流通するが，輸送コストや労力部

の照題から，近隣の農地に多量に投入されているのが実

状である. しかし近年，農業が周辺環境，特に水系に及

ぼす影響が重大な社会問題とみなされ，家畜ふんの処理

は特に重要な課題となっている.また家事ふん尿のもと

である飼料の大部分は国外から輪入されたものであるた

め，特定地域における堆厩肥の多施用は農用地全体の養

分バランスを損なうおそれがある.したがって家苔ふん

尿は有機質資材として農業に広域的に活用されるのが望

ましく，そのためにはふん尿処理施設等のハード面の整

備のほか，コストや労力に見あった施用効果が保証され

ることも重要である.しかし有機質資材の長期的な効果
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は，その種類，投入量，投入年数，土質，対象作物等に

より大きく異なる2，3) そこで当試験ではオガ、クズ入り

牛ふん堆肥を対象とし，その連用が転換畑土壌の理化学

性及びタマネギの収量に及ぼす影響を11年間にわたり調

査した.作付体系はサツマイモ"タマネギまたはキャベ

ツ同タマネギとした.

材料及び方法

1.試験場所及び試験区の構成

試験は中央農業技術センター場内の転換畑で、行った.

土嬢型は細粒黄色土(斑紋あり，夢沼統)造成相であり，

表層20crri は沖積水田土壌である.近隣の福嶋観ì~U所デー

タによると手間平均気温14.7
0

C，年間降水量1492mmで

あった ('87胸部の平均値)<1) .作付体系はサツマイモ同

タマネギ ('87-92)またはキャベツータマネ平 ('93-98)

とし，全試験期間を通じて湛水せず，作物残さは全て搬

出した.試験区はot区(堆肥無施用)， 3 t区(堆肥

毎作1.5t) ， 6 t区(関3.0t)，無堆肥で 1)ン酸または

カリのみを化学肥料で増施したP増施区， K増施区の計

5区を設置した.リン酸，カ 1)の増施割合はタマネギ作

及びサヅマイモ作 100%(倍量) ，キャベツ作50%とし

た.試験規模は l区22m'，2連制とした.タマネギ作の

みの施肥量を表 1に，年間施肥量を表2に，使用したオ

ガクズ入り牛ふん堆肥の成分分析値を表3に，タマネギ

作の耕撞概要を表4に示した.

表 l タマネギの三要紫施肥量(堆肥由来分は除外)

試験区 施肥量 (kg/lOa) 使用肥料

①o t鹿 N 20， P20S 20， K20 20 t甚加燐安

②3t区 N20， P20S 20， K20 20 q 

③6 t区 N20， P20S 20， K20 20 q 

④P増施区 N 20， P20S 40， K20 20 q十過燐酸石灰

⑤K増施註 N 20， P20S 20， K20 40 q十硫酸加盟

堆肥施用量:②1.5叫Oa，①3.0νlOa，①④⑤無施用

金区とも炭酸菅土15灰を同量施用(l20~150kg/10a) 
三饗棄の分施割合は全て、基肥:追肥1:追肥2=4:3:3

表2 三要素の年間施肥景 t堆肥由来分は除外)

作付体系 試験包 施肥景 (kg/lOa/年)

サツマイモ m ①②③ N 30， P20S 26， K20 29 
タマネギ @ N 30， P20S 52， K20 29 
('87-92) ⑤ N 30， P20S 26， K20 58 

キャベツ' ①②③ N 51， P20S 39， K20 45 
タマネギ ④ N 51， P20S 69， K20 45 
('93僻98) ⑤ N51， P20S 39， K20 78 

堆肥年間施用最:②3t/lOa，①6t/lOa，①@①無施用

全区とも炭酸苦土石灰を開量施用 (200~ 300kg/1 Oa/年)

2.技量調査法及び土壌・作物体の分析測定法

(1) 収量調査:一定数の株を各試験区より規則的に採取

し，その重量と栽極密度より収量を算出した.タマネギ

作では各匿計 100株(1区50株X2連)を採取した.

(2) 土壌の物理性:仮比重は採土管法 (8反復)及び風

乾細土容積重測定器(5反複)により，真比重はピクノ

メーター法により測定した.強熱減量はj乳乾細土を

700
0
Cで2時間加熱し，重量の減少率で表示した.一定

pF下における含水比は，細土を用いてアングルロータに

よる遠心法で測定した.

(3) 土壌の化学性:土壌試料は収量調査時に株間または

条問より 15cmの深さまでを採取し，これを 2mm飾加の風

乾細土として分析に供した.ilJ給態リン酸はト Jレオーグ

法により，交換性カリは 1N酢酸アンモニウム (pH7) 

で抽出し，炎光光度計により測定したしまた揚イオン交

換容景(以下 CECと呼ぶ)はセミミクロショーレンベル

ガー法により測定した.全炭素，全窒素含有率(以下T欄

C， T-Nと 呼 ぶ ) の 測 定 に は N Cアナライザー

(SUMIGRAPH NC卿80 AUTO)を用いたが，この分

析に限り 1服飾別の風乾繍土を用いた.

(4)作物体分析:試料は収量調査時に採取し，ただちに

水洗，通風乾燥 (70~800C) したものをボールミルで粉

砕い分析試料とした.これをサリチル硫酸一過酸化水

素法により湿式灰化し， Nは水蒸気蒸留法により， Pは

パナドモリブデン酸アンモニウム法により， Kは炎光光

度計により測定した.

表3 供試堆肥の平均的組成(三要素は肥料成分換算)

水分56%，C川比 28.7
乾物組成:N 1.3% (5.7kg/lt，現物)

P20S 1.5% (6.6kg/lt q ) 

K20 2.4% (1O.6kg/1t q ) 

表4 タマネギの耕種概要

供試品種 r淡路中甲黄J '88・89'91-92 
ro・K黄J '90 
H炎路中甲高糞J '93-96 
fもみじ 3号J '97欄 98

栽植条件:約1852⑪株/lOa
3条様，畝l幅135cm，株間12cm

定植 11月上旬~12月上旬
収量調査 5月下旬~6月中匂
*かん水は通常，定様車後のみ実施
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結 果

土壌断面調査及び下j欝土の分析は l連制で、行ったが，

その他の図表及び数値は全て 2連制の平均値で表示した.

また土壊の物理性に関わる数値(表5，図 1~ 4)は乾

土重量あたりで表示し，その他は全て風乾細土蓑量あた

りで表恭した.

1.堆肥の連用が土壌断面と土壌の物理性に及ぼす影響

調査及び土壌試料の採取は試験終了時 ('98年 6月，タ

マネギ収穫後)にot IR， 3 t区， 6 t IRで、行った.土

壌断面を毘 1に示した. 6 t区では作土が深くなり Z音色

化したほか，その触感土性は本来の埴壌土 (cL)よりも

壌土 (L) に近くなった.物理性では，堆肥連用にとも

なう作土の下C及び強熱減量の増加と仮比重の低下が認

められた.しかしot芭に対する真比重の変化率は 6t 

区でも 3%以下であった(表5) .作土の孔問、率はほ場

状態でot区57.0%，3 t区57.8%，6 t区59.9%，2 

mm鰯別の細土を一定条件下で充填したもので ot区

50.5%， 3 t区51.6%，6 t区53.6%と，堆肥連用にと

もない増加した(図 2) .以下の数値処理には再現性に

使れた細土容積震を用いた. 作土の pF一合氷上むを菌

3に， pF一体積水分率を図 4に示した.pF2.7-4.2の

範聞における含水比の平均は o t 匿を 100とすると 3

t区で 110，6 t区で 119であった.また体積水分率では

o t底'a:100とすると 3t区で 107，6 t区で 109であっ

た.
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図1試験終了時の土壌断面

各層位について土色名，ns表示土色，ち密度 (Omm)，

T-C(%)の}I慌に表示.国の左には層界(cm)，土壌構造

(GR:粒状，AB:角塊;1犬)及び土性 (CL:埴壌土，SCL:砂費

埴壌土)を表示.

下j曹の T-Cは全て25~40cm における数値.

1線合量は全区ともに，

作土:細小円磯あり，下壌土:縮小半角磯含む~憲む

2.堆肥の連用が作土土壌の化学性に及ぼす影響

跡地作土の化学性の変化(盟 5~9 及び数値)は，試

験開始前の '87年度を除き，全て前後作の跡地を含めた移

動平均で表示した.したがって表示期間は '97年度までの

10年間である.作付体系の変更を図中に縦線で示した.

(1) 当初1.84%であった T-Cは， '97年度には ot区で

1.28%， 3 t IRで2.14%，6 t区で2.89%となった(図

5 ) .なお試験終了時 ('98) の下層土 (25~40cm) は，

全区とも 0.8%以下であった(図 1). 

表5作土の T心，強熱減量及び比重(試験終了時)

仮比重
T-C 

(%) (%) 
Ot区1.32 4.6 2.52 1.25 

3t堅 2.28 5.8 2.49 1.2。
6t区 2.98 7.1 2.45 1.14 

仮比重は細土容積叢より算出，全て乾土あたりで表示
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(2) 当初 0.181%であった T-Nは， '97年度にはot区で

0.139%， 3 t箆で 0.193%，6 t区で 0.247%となった

(留 6) .なお試験終了時 ('98) の下騨土 (25~40cm)

は，全区とも0.07%以下であった.

(3) pH (H20) は全区ともら.4~6.6の範顕で推移した.

全試験期間を通した pHの平均値は ot区5.9，3 t区

6.1， 6t区6.2，P増施区5.8，K増施区6.0であった.

(4) 当初日.9me/100gであった CECは， '97年度には O

t区で11.2me， 3 t区で12.6me，6 t区で14.3meとなっ

た(図 7) .なお試験終了時 ('98) の下層土 (25~40cm)

は，金IKとも 8.2me以下であった.

(5) 当初 14mg/100gであった可給態リン酸は， '97年度に

はot IKで、55mg，3 t区で79mg，6 t区で 101mgとなっ

た. P:T盤施区の可給態リン酸含量は 6t区に近い変動を

示した(図 8) . 

図 5 跡地土壌の T-C
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(6) 当初 22mg/100gであった交換性カリは，キャベツ“タ

マネギ体系に変更後，堆肥連用にともない急増し '97

年度にはot監で、31mg，3 t区で、64mg，6 t区で、96mgと

なった. K:I:留施区の交換性カリ含量は 3t IKと6t区の

中間的な変動を示した(国 9) . 

3.堆詑の連用がタマネギの収量性に及ぼす効果

'90-98年度のタマネギの収量を図10に， 0 t区に対す

る収量比を表6に示した. '98年度を除くと， 3 t区と

6 t区の収量は常にot区と間程度またはそれ以上であ

り， 0 t区に対する平均的な増収率は10%以上であった.

P増施区でも収量が増加したが，問増収率は 5%であっ

た.K増施誌の収量はot芭に近い傾向を示した.また

タマネギとキャベツによる平均的な養分搬出量(養分吸

収量)を表7に示した.搬出量は，各試験区について，

作物部位加の収量と，その水分・養分合有率の平均舘

(欠損値は除外)より概算した.その結果，キャベツー

タマネギ体系における年間養分搬出量は，全区ともほぼ

窒素30kg，1)ン酸lOkg，カリ 35kgであった.

国8 跡地土壊の可給態リン酸含量

関9 跡地土壌の交換性カ 1)

表6タマネギの収量比

試験区 収最比(%)

明 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98王子均

Ot区 100100 100 100 100 100 100 100 100 100 

3t区 133106 150 125 101 98 115 104 99 115 

6 t区 122100 133 116 101 106 125 104 89 111 

P増施区 87 101 116 103 103 109 103 121 105 105 

K増施区 99 99 103 96 106 109 95 113 92 101 
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表7 作物による養分搬出量

タマ

N P205 K20 N P205 K20 N P205 K20 
Ot 思 7.8 3.6 11 23 6.3 21 31 10 32 

3 t毘 8.3 4.4 13 22 6.0 22 30 10 35 

. 6 t区 8.0 4.7 13 19 6.1 23 27 11 36 

P増施区 8.5 4.8 12 22 6.5 21 30 11 33 

K増施区 8.2 4.0 12 22 6.1 25 30 10 37 
タマネギは鱗茎部/業部に、キャベツは結球部/外葉部

に分けて分析

考察

1.堆肥の連用が土壌蹄面と土壌の物理性に及ぼす影響

3 t区の土壌断面には，作土の T側Cの増加以外に明確

な変化は認められなかった.しかし 6t区では作土が深

くなったほか，その触感土性も変化し，物理性の顕著な

変化が推測された.なお，造成ほ場であるが，表層，下

層ともに粘質土壌であった.

土壌の孔際率， T-C及び強熱減量は堆肥連用にともな

い増加した.作物残さは全て搬出し，炭酸を含む苦土石

灰の施用量も全区一律であったことから，堆目自由来の有

機物による土壌の膨軟化が確認された.試験開始前の腐

植含有率は 3.2%(T-C X 1. 72による近似値)であり，

このような腐植含存率が3~4%以下の非火出灰土では

堆肥由来成分が有機膝質物として働き，物理性の改善効

果が特に大きいとされている 3) また堆肥連用により，

真比重の変化は小さいにもかかわらずpF2. 7-4. 2におけ

る合水比(単位乾土薫あたりの保水量)が増加した.こ

のpFは通常作物の生長臨害点~永久しおれ点に相当す

る.体積水分率(単位土壊体積あたりの保水量)も増加

したが，孔瞭率の拡大により 6t区では明らかに増加が

抑制された.なお合7k比の測定には…定重量の細土を用

いたため，土柱高は厳密には一律ではない.しかし真比

重と仮比葉の傾向より，理論上，土柱高及びpFは6t 

区>3t区>Ot区であるにもかかわらず，含水比の増

加率は非庄響下の土柱体積の増加(仮比重の逆数の増加)

をよまわった.以上の結果から，堆把連用により乾燥条

件下における保水性が高まることが確認された.このよ

うに堆肥施用は保水性を高めるとの報告5.6) がある一方

で，その過剰施用は土壌を乾燥させることが知られてい

る7，8) これは孔瞭の大きさや景が一定限度を超えると

水分の保持・連絡性が低下するためであり， 6 t区でも

いずれ(粗)孔隙の過度の増加により， 3 t区よりも保

水性が低下する可能性が考えられた.

2.堆肥の譲朋が作土土壌の化学性に及ぼす影響

作土の下C，T-Nの変動より， (作物残さ搬出の)粘質

な土壌の転換熔で土壌腐植を維持するためには，オガク

ズ入り牛ふん堆肥を用いた場合，年間 3t程度の堆肥連

用が必要と考えられた.当初約12meであった CECも年

間3tの堆肥連用により低下が抑止され， 6 t連用では

増加した.最終的な CECX仮比重は， 0 t区14.0m巴，

3 t区15.1me，6 t区16.3me/100c過と，単位土壌体積あ

たりでも保肥力の増加が認められた.次に堆肥連用によ

る肥料成分の増加について検討した.供試した堆肥に含

まれる 1)ン酸，カリの総量は，現物 1t当たりそれぞれ

6.6kg，1O.6kgと推定された.作土量は表層15cmに眠定し

でも約180t/lOaであり，キャベツ冊タマネギ体系時の跡

地の養分合有量は，全ての区で可給態リン酸 60~180kg， 

交換性カリ 25~170kg/10aの範囲にあった.一方，養分

轍出量は全区とも 1)ン酸約lOkg，カリ約 35kg/lOa/年にと

どまった.したがってこの体系持の土壊盤分の変化より，

年間 6tの堆肥連用は 1)ン酸年間30kg，カリ陀33kgの増

施(それぞ、れ?増施区， K土屋施区)に相当するか，それ

以上であることが確認された.

3.堆肥の連用がタマネギの収最性に及ぼす効果

サツマイモ，キャベツ作ではいまだ明確な傾向は得ら

れていないが，タマネギ作では堆肥連用により収量が安

定化し，概して高収量となった. P増施区の増収の程度

は，よりilJ給態リン酸の少ない 3t区よりも小さく， K

増施区の収量はot区と間程度であったことから，この

効果は堆肥に含まれる 1)ン酸，カリのいずれかの量に起

因するものではないと考えられた.また '92-97年度にお

けるタマネギ全体の議素吸収量の平均は， 0 t区8.3kg，

3 t区9.0kg，6 t区8.7kg，P増施区9.3kg，K:I:曽施区

8.8kg/lOaと間程度であり， 0 t区に対する窺素吸収量の

比率と開収量比との閤の相関係数は 3t芭0.82，6 t区

0.65， P増施区0.71，K増施区0.84 (n需 6)と， 6 t 

区ではむしろ低下した.さらに堆肥の総窒素無機化量の

増大が推測される試験後半には顕著な効果が認められな

かったこと， 6 t区の収量性は 3t区と向等以下であっ

たことなどから，これは堆肥由来窒素の直接的な作用で

はないと考えられた.なおオガクズ入り牛ふん堆胞の議

素の放出については，投入4年目でも40%に満たないと

の報告がある10) 土壌の化学性がタマネギの生育に及

ぼす影響として，リン酸集積 (TruogP205 100~ 130mg 

/100g以上)は倒伏期を早め，鱗茎肥大期間を短縮させ

るとの報告がある 9)しかし全試験期間を通して試験底

部に明確な倒伏期の変化は認められなかった.また 3t 

IKと6t IKでは，跡地土壌のpHがわずかにタマネギ作の

好適pHとされる6.1~6. 5に近くなったが9)収量蓋と

の相関は認められなかった.さらに土壊変化は経時的で
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あったのに対し，タマネギ収量に対する堆肥連用の効果

には連続性が認められなかった.

次に，この効果の発現に対する気象の影響について調

査した.気象データは連続性，安定性を重視し，試験ほ

場(標高74m)の西北西約14kmに位置する福11奇観測所(開

72m)のものを用いたり. 定植日のずれに比して:収穫

期のずれは小さかったことから，積算気温及び降水量を，

全作付期間(定植日~~又量調査前日)及び気温が上昇に

転じる 2月以降 (2月l自~収量調査前日)の 2通りに

ついて算出し，検討した.その結果 2月以降の積算気

植と 6t区/Ot区の収量比の開に負の相関が認められ

た(表8，9) .品種を越えたこの相関が有意であれば，

6 t区では，堆肥の分解及び窒棄の発現が抑制jされる低

温下で収量性が良い. 6 t区では試験初期から T-Cの増

加が明白であり，試験終了時には孔隙率や作土厚の変化

も認められたことから，土壌物理性の変化が地温等の変

化を介して荷化を偲進した可能性が考えられた.ただし

3 t区では， l[j(量性の良い試験前半にはot区に対する

下Cの差が小さく，上記の棺関も低かった.いずれにし

ても堆肥連用の効果が低い年度は，品種別に見ると金区

とも標準以上の収量である傾舟にあった.特に品種 f淡

路中甲賀j及び「淡路中甲高賞jでは，供試期間 ('91-

92， '93-96) を通じた収量の最大値は全区ともそれぞ、れ

約5.5t，6.5tと長好であった.したがって当試験におけ

る域肥連用の効果は，増収よりもむしろ減収の軽減であ

ると考えられた.

タマネギの向化量(キ向化能×葉面積)と鱗茎肥大

は， 25
0

C以下の適度な気温上昇で促進されるが，窒素過

多によって抑制されるとの報告があり 11) 収量性への窒

素の関与は，主として肥大期前の築面積の確保を介した

ものと考えられる.堆肥連用効果が特に高い '90-93年度

には 3t区と 6t区で初期生育の促進が観察されたこと

から，その効果は土壌の物理性と化学性の相互作用によ

るものと考えられた.試験後半に 3t区で顕著な生育促

進や増収が認められなくなったことについては，収量性

が6t区孟 3t区であったこととの関連が推測された.

表8 タマネギ収量比及び積算筑混，降水量

'90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 

3tρt比 (%) 133 106 150 125 101 98 115 

6t/Ot比 (%) 122 100 133 116 101 106 125 

結論として，作物残さ搬出の転換畑では鵡植含量及び

地力が徐々に低下し，土壌の通気性や保水性が低減する

可能性もあるが，年間 3t程度の堆肥連用によりそれら

を回避できることが明らかとなった.また機構は未解明

であるが，タマネギの収量は堆肥連崩により安定化した.

当試験では，年間 6tの堆肥連用は土壌を膨軟とし， CEC

も高めたが，保水性やタマネギの王子均的な収量性は 3t 

連用と同等であり， 1)ン酸やカリの集積も懸念された.

したがって 6t連用にはち密な土壌の初期改良や減胞の

可能性が残されるものの，土壌の理化学性と作物の収量

性を10年以上の長期にわたって良好に保つためには，オ

ガクズ入り牛ふん堆肥を用いた場合，年間 3t程度の連

用が現実的であると考えられた.
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表9タマネギ収景比と気象条件の相関係数

'97 '98 

104 99 

104 89 3tρdt 園0.25-0.48 開0.01

積算気温A(OC) 1759 1891 1736 1728 1947 1834 1607 1618 17日 6tρt比 -0.35 -0.72 * -0.25 
積算気温B("C) 1313 1371 1313 1344 1491 1372 1190 1351 1415 * 5 %水準で有意
降水量 A(鵬) 761 820 596 539 549 703 421 531 614 A:全作付期間 B:2月以降(表8，9)
降水量 B(臨) 644 683 477 377 408 601 338 417 519 




